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Abstract
 As results of case studies on three BIDs, we can conclude they provide unique services 
reflecting local contexts of their community and innovate the way of provision. On the 
other hand, city’s legal control to make them inclusive does not work well and surprisingly, 
the city relies more and more on their money to pay extra salary for civil servants. This 
financial dependance will widen gap between rich and poor neighborhoods more seriously 
than the privatization of urban governance does. In regard of homelessness issue, the judicial 
review on sit-lie ordinance of all cities in U.S is a necessary condition to make BIDs inclusive 
to vulnerable peoples and to realize the ideal of Ostrom’s Polycentric Governance.
5．事例研究
5．1．事例研究の方法
以下では、サンフランシスコ市の 3 つの BID を対象にケース・スタディを行っていく。ケー
ス・スタディにおける研究上の問いは、2 つある。第一は、BID に関する先行研究が BID の
孕む問題点として批判した点が BID をインクルーシブなものとしようとする市条例やブラウ
ン法の作用によりどのように修正されているか、という点であり、第二は、多極的ガバナンス

















分析対象として選択したケースは、Union Square BID、Tenderloin CBD、Castro ＆ Upper 
Market CBD（以下、Castro CBD と略）の 3 つである。それぞれを選択した理由としては、
第一の Union Square BID は、サンフランシスコ市で最初に結成された BID であり、現在でも
市内最大規模の予算を有し、市内の BID をリードする存在である。この BID の活動と組織運
営スタイルを詳しく知ることで大規模 BID の典型的な姿を描ける。
第二の Tenderloin CBD は、BID としては珍しく、市内で住宅困窮者が最も集積し、犯罪発
生率も最も高いという条件不利地区で結成されている。この BID のパフォーマンスを調べる
ことで BID に対してなされてきた一つの批判、すなわち BID は裕福な地区においてのみ設立
され、地区間の貧富の格差を拡大するものであるという批判の妥当性を検証できる。
第三の Castro CBD は、全米最大のゲイ・コミュニティであるカストロ地区で結成された




れてきたが、この Castro CBD の土地利用規制への関与が地区の多様性と個性を維持する上で
どのような効果を生んでいるか、を明らかにできれば、BID とジェントリフィケーションと
の関係についてこれまでとは異なるあり方が可能かを探求できる。よって Castro CBD を第三
の事例として選択した。
調査の方法は、直接観察法、インタビュー調査、ドキュメント分析の 3 つを併用した。第一
の直接観察法については、UC バークリーにて在外研究期間であった 2014 年 8 月から 2015 年
11 月まで 3 つの BID の理事会や各種委員会の会議、BID が主催したイベント等に参加67 し、
各制度体の運営スタイルや活動内容を観察し、特にそれらに対する法の作用を観察することを
重視した。
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まれている新聞である San Francisco Chronicle が各地区についての記事を掲載することが多
かったので、この新聞記事も補足的な資料68 として分析対象とした。
それでは、以下で 3 つの BID のケース・スタディを行っていく。








あり、Union Square 地区は、土地利用計画上は、歴史的保全地区（Downtown Conservation 












のは、後に見る 2 つの BID とは
違い、Union Square BID では是
正すべき課題と認識されていな
い 72。




この地区で BID が結成されたのは、1999 年である。結成の背景となったのは、この地区に
集まるホームレスが増加したり、麻薬の密売が行われたりといったイメージ悪化、治安悪化を
背景にダウンタウンからの人離れが起こり、この状況の改善を求める声が地区内のビル所有者、
ホテル事業者、小売店舗などから高まったからである。Union Square BID の創設を支援した








て、「Union Square 地区のイメージと経済活力を改善することが BID の団体としての目的で
ある74」と定義されている。
結成から 10 年を迎えた 2009 年には、周辺領域を含みこむ形で管轄領域を 2 倍の広さとし、
BID の名称としても Greater Union Square BID という名称を併用することになった。ただし、
地区の中心に位置する Union Square 広場の管理は、市の公園局が行い続けており、BID が管
理するのは、この地区内の歩道上の空間が中心となっている75。
5．2．3．組織運営上の特徴 
Union Square BID の組織運営上の特徴を挙げれば、第一に経営効率の重視と専門家理事の
図５－２－２：ポストカードに描かれる Union Square 広場（1900 年前後）
出典：Postcards from SF（最終閲覧日：2017 年 1 月 3 日 http://www.sanfranciscodays.com/postcards-square/）


















図５－２－３：Union Square BID の現在の管轄領域地図













会の委員長を務めるランドスケープコンサルタントが主催する会社に Union Square BID から
プラン策定の業務が発注された。ある組織の理事が同時に同じ組織からの仕事を受注するとい
うのは、通常は利益相反行為に当たる。しかし、Union Square BID の規約では、利益相反と
なりうる業務発注の契約の前にその契約によってどの理事がどのような経済的利益を得るの
か、を理事会において明らかにした上で理事会が決議すればそのような業務発注もできるとし
ている80。すなわち、Union Square BID は、専門家理事が業務発注を受ける形で BID を方向
づけるプランを提案し、議論をリードすることを組織として推奨するポリシーを有している。







図５－２－４：Union Square BID 理事会の様子（撮影 2015 年 3 月）
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である。2012 年から事務局長を務めている Karin Flood は、Union Square BID 創設を推進し
た中心的人物であるビル会社の会長の娘であり、父親のネットワークも活かしながら BID の
運営を担っている。








番で開催場所とするといった運用が行われている。理事会は、朝食を取りながら朝 8 時 30 分




BID 地区内でビジネスを行う人達の間でネットワークが形成されることを BID としても促進
している。
各ビジネスで経営のトップを務める理事達が集まる理事会では、BID の運営やサービス供
給に対してコストカットと効率性の改善を求める意見が多く出される。Union Square BID の
財産の保全・運用を行うメインバンクとしては、Bank of America が創設時からその役割を
務めていたが、他の銀行とも競わせた方がより有利な条件が引き出せる、自分の会社でもそ
のように行った、との提案が理事からあり、他の 3 つの銀行と Bank of America を理事会に
呼び、メインバンクを担うとすればどのようなサービスを行うかについてプレゼンをさせた。
その結果、Wells Fargo 銀行が貯金の利率や手数料の点で魅力が高く、かつ地区内の支店長が
Annual Lunch 等のソーシャルイベントにも積極的に参加し、BID の構成員としても活動して





からサービス供給は、MJM Management Group というサンフランシスコに本社を置く会社に
委託し、この会社が雇用するスタッフが清掃、警備、観光客案内の役務を行っていた。しかし、
2015 年秋に Union Square BID が主催する形で世界中の BID 関係者が集まる International 
Downtown Association の年次大会をサンフランシスコで開催することになった。この大会に
おいて Union Square BID から業務を委託されているサービス提供会社が、シンポジウム等で
登壇することは会社にとっては全米規模で効果がある大きなセールス機会となりうる。そこで
Union Square BID は、このようなセールスが可能になることを BID へのサービス提供を専門
とする幾つもの会社に知らせ、業務委託に関する公開入札を行った88。結果として全米の 80
の都市でサービス供給を行っている Block by Block という会社からコストの面でもサービス
の質の点でも優れた提案を得ることができたので、この会社への変更がなされた89。








次に会議の公開、公衆の参加を保障するブラウン法がどのように Union Square BID の運営





実際、Union Square BID のホームページでも理事会や各種委員会の開催に関しては、開催
日時や開催場所が記されておらず、「興味のある方はメールで事前連絡を取って欲しい。その
上で会議参加者のリストに加える」といった表記がなされているだけとなっている91。また市
内の他の BID では、ホームページに必ず議事録が公開されているが、それも Union Square 
BID は行っていない。
この程度の情報提供では、ブラウン法の要請に反するということは、市の弁護士が市内の




務局長である Karin Flood 氏も筆者がブラウン法について行った質問に対して、「そういう法













































Union Square BID のストリートスケープ委員会でもこのゲールが主催する設計事務所から
パブリックライフ・デザイナーを招き、研究会を開催したり、このゲールのパブリックライフ

















パークレット（撮影 2015 年 4 月）
図５－２－６：歩行者広場 Winterwalk
の様子（撮影 2014 年 12 月）







Winter Walk プロジェクトの実施がある99。Macy’s 百貨店と Neiman Marcus 百貨店の間に位
置する Stockton 通りは、買い物客の往来が多い通りであるが、地下鉄延伸に伴う工事のため
2014 年夏から 2015 年秋までの長期間、車と歩行者の通行ができない状態になった。この通行
止めの状態は、特にクリスマス商戦に与える悪影響が大きいため、Union Square BID は、組
織として市や地下鉄運営機関に代償措置を求めるべく交渉を行った。
その結果、2014 年の感謝祭（11 月の第四木曜）からクリスマスまでの期間は、工事を中断し、














に既に 2015 年の秋には地下鉄工事は終了していたが、2015 年にもこの通りで同様の歩行者広
場を開催し、2016 年の冬も継続開催が予定されている101。
































Union Square BID が警備業務を委託する会社は、2015 年 1 月の時点で Ambassador と呼ば
れる警備員兼観光案内人を 20 名フルタイムで雇用しており、このための年間支出は、Union 
Square BID の年間支出予算の約半分である約 230 万ドルとなっている106。








う上で根拠としているのが、Quality of Life に関する市条例である108。政治的にはリベラルで
知られるサンフランシスコ市であるが、2010 年の地方選挙の際に市警察の長と幾つかの商店
街組合からの共同提案（Proposition）として座り込み・寝そべり禁止条例（Sit-lie ordinance）
































2014年7月 8月 9月 10月 11月 12月 2015年1月 2月 3月 4月 5月 6月 年間延べ
物乞いへの注意・警告 208 167 107 102 107 102 216 1278 1424 1376 1512 500 7099
1001 608 930 905 1134 846 797 1338 1679 1557 2281 1139 14215
飲酒者への注意・警告 25 23 20 17 16 23 38 238 441 365 371 85 1662
露天商への注意・警告 23 18 20 34 28 34 28 104 150 229 225 84 977
音響設備による騒音への注意 20 25 23 30 38 29 75 141 194 161 184 104 1024
精神障害者への注意や接触 16 15 5 29 21 16 34 157 279 236 284 33 1125
月間延べ 1293 856 1105 1117 1344 1050 1188 3256 4167 3924 4857 1945 26102
寝そべり・座り込み・野営への注意・警告
出典：Union Square BID, Annual Report 2014-2015.
図５－２－７：座り込み・寝そべり禁止条例に基づく










化してもらったり、Quality of Life にかかる条例違反の執行を行ってもらったりする際にも用
いられるようになった。BID が市警察に使用料を支払えば、この規定に基づき警察官が特別
業務を行うことが可能となるが、その業務は、通常の業務とは異なるという位置づけから、通
常業務の時間外に行うという形を取り、1 時間につき約 100 ドルの時間外手当が警察官に払わ
れる形となる115。
この時間外手当は、警察官の収入確保や待遇改善において魅力ともなるため、市警察もこ
の 10B Police の仕組を積極的に進めている。Union Square 地区を管轄とする警察署の署長
は、2014 年 12 月に Union Square BID の理事長と事務局長とをシリコンバレー財団の幹部に
引き合わせ、財団から 10B Police の増強と防犯カメラの設置を目的として 300 万ドルを Union 




ンフランシスコ市を本拠地とするホームレス支援団体 Coalition on Homelessness から批判
がある。Union Square BID は、2015 年 9 月に BID 関係者が各地から集まる International 
Downtown Association の年次大会をサンフランシスコで主催したが、この大会期間に重ねる
形で Coalition on Homelessness は、「BID と割れ窓理論に対する闘争」という名のシンポジウ
図５－２－８：連絡を受けた市警察官（10B Police）による警告（撮影 2015 年 3 月）
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ムを開催し、Quality of Life に関わる条例適用を通じてダウンタウンを再生しようとする BID
の戦略への批判をマスメディアや市民に対して喚起した。















いう認識を理事会の場でよく示している118。2012 年の年次報告書119 と 2014 年の年次報告書120
を比較してみると、民間警備員によるホームレス関係の注意・警告の年間延べ件数は、2012
年度で 11,394 件であったのに対して 2014 年度では 26,102 件となっている。件数増加は、注意・
警告の活動の強化を理事会で常に求められたがための結果とも言えるが、注意・警告しなけれ
ばならない事実そのものは減少していないことが伺える。
問題が解消されない不満も一つの背景として、2015 年 2 月にサービス提供会社の変更がな
された。新しいサービス提供会社が打ち出したのは、ホームレス対策を強化するために、観光
案内人兼警備員とは別に警備のみを行う専門職員を置くというプランであった121。また先述の
シリコンバレー財団からの寄付を背景に 10B Police の増強も 2015 年からなされた。理事会が
期待するのは、注意や警告を行うだけではなく、条例執行を徹底し、罰則適用を通じてホーム
レスをこの地区からなくすことである。確かに先の表 5-2-1 を見るとサービス提供会社の変更
























法的コントロールが作用していない理由としては、Union Square BID が市条例の制定された
2004 年よりも前から存在しており、コミュニティ全体の組織というよりビジネス改善のため
の組織であるという自己規定を有していること、地区内に居住用建物が少ないため居住者組織
が存在しないこと、Union Square BID への監督を担当する市の経済・雇用発展課が法的コン
トロールの実施に消極的であることが挙げられる。








Union Square BID によるホームレス追い出しに対しては、ホームレス支援団体からの批判
が展開されているが、この団体は、Union Square BID の実際の活動を会議傍聴や議事録入手
によって把握・分析していないため、BID からの使用料支払いによる 10B Police の増強、市
警察と BID の緊密な連携関係といった点は、批判できていない。外在的な批判に留まる結果、
Union Square BID の活動内容に影響を与えるものとはなっていない。
これに対して次に見ていく Tenderloin CBD は、発足に際してホームレス支援団体の参加
を実現し、ブラウン法や理事の多様性を求める市条例の精神に忠実な組織運営を行っており、
Union Square BID と対照的な姿を示す。



























（撮影 2014 年 3 月）
図５－３－２：Tenderloin 地区に残る単身











ウジングを運営する非営利団体によって North Market Planning Coalition というネットワー
クが 1980 年に結成され、ホテル開発への反対運動が組織化されるようになった（Ibid., Shaw 
2013：10-）。





た（Shaw 2013：12-, Shaw 2015：184-）。
市の都市計画委員会は、North Market Planning Coalition の提案に従う形で 1981 年に開発







運動の中心を担った Tenderloin Housing Clinic が 22 の建物124、Tenderloin Neighborhood 
Development が 33 の建物125 を地区内に所有してサポーティブ・ハウジングを運営している。
1983 年に Tenderloin 地区の東部に Union Square West という名の総合開発プロジェクトが
ディベロッパーと市によって提案され、大型のホテルとマンションが建設される計画が建てら



























め Union Square の先行事例にならって BID の創設が 2000 年代に入ってから本格的に検討さ
れるようになった。Tenderloin Housing Clinic や Tenderloin Neighborhood Development と
いった住宅系非営利団体も創設を進める立場からこの議論に参加した。また地区内にはロー
スクールを運営する単科大学として UC Hastings があり、この大学も高級ホテル同様にキャ
ンパス拡張のため単身用安宿の買い取りを 1970 年代〜 80 年代に進めたため、North Market 
Planning Coalition の主要メンバーである住宅問題の運動家から厳しい批判を受けていたが、
この BID 創設にはこれまでの対立的関係を改め、積極的に参与してくるようになった（Shaw 
2013：10）。
しかし、BID 創設の話が広まると、地区内に事務所を構えるホームレス支援団体 Coalition 
on Homelessness は、歩道をきれいにすることで安全を目指すという考え方の中に Union 
Square BID のように歩道上で生活しているホームレスを追い出すという発想があるのではと










ができ、2005 年に正式に創設されることとなった。この当時の組織の正式名称は、North of 
Market Tenderloin CBD であり、North Market Planning Coalition によって組織された運動
のレガシーを引き継ぐ形となっていた130。
5．3．3．組織運営上の特徴－市条例の精神の組み込み









きの除去であり、このサービスの供給は、地区内に事務所を構える SF Clean City Coalition と





出典：Tenderloin CBD ホームページ （最終閲覧日：2016 年 12 月 20 日 http://www.tlcbd.org/）





を狙う Tenderloin Greening プロジェクト133 がある。
会議公開を求めるブラウン法の趣旨を積極的に取り込み、情報の公開、傍聴人との対話を通
じてコミュニティ内の多様な声を運営に反映させよういう点も Tenderloin CBD の組織運営上
の特徴となっている。
Tenderloin 地区は、治安と困窮の問題を抱えているが、同時に地区を改善したいという熱
意を持つ人々も多く有している。よって Tenderloin CBD には常にこのような人々からの接触
がある。地区内の非営利団体で活動する人々、アーティストとして社会問題に関与したい人々、
地区でレストランや店舗を営む人々、低所得者向け住宅に住む人々がコミュニティとの関与を






が展開している運動への協力を Tenderloin CBD に呼びかけるために会議にやって来ることが
多い134。
また地区内にキャンパスを構える UC Hastings からは、ロースクールのリーガル・クリニッ
クの授業の学生をインターンとして受け入れてきた。2014 年度に受け入れた学生達が設定し
たテーマは、ブラウン法の趣旨に沿う形で Tenderloin CBD の規約や運営に関する規定やマ



















Tenderloin CBD の専従職員としては、事務局長と事務職員の 2 名体制を長年取っており、
事務局長は、この地区出身で地区内の小学校教員の経験を持ち、Tenderloin のさまざまな運
動に関わってきた活動家として知られる Dina Hilliard136 が長年務めてきた。
しかし、BID 創設の狙いであった地区内の安全や清潔さの向上に目立った成果が出せない













ルート活動は中断することとなった138。この混乱に責任を取る形で Tenderloin Neighborhood 




（撮影 2014 年 11 月）







また先述の Safe Passage という子供見守り事業は、元事務局長の Dina の強いイニシアティ
ブで実現した事業であるため、Dina は、転職先の地区内 NPO にこの事業を持っていくこと
を求めた。この事業自体は Tenderloin CBD のマネジメントプランに位置づけられた事業であ
りかつ補助も非営利財団から受けており、事務局長辞任といった個人的な理由で Tenderloin 




業から Safe Passage という新 NPO への事業継承がなされた142。























クトとして Tenderloin Pit Stop がある。これは、成功を収めるが、Tenderloin CBD とそこか




CBD が連携して試験的に公衆トイレを 3 つ地区内に設置し、試験期間における清掃コストの
変化を検証するというものである。
かつても歩道上に屋外広告物のパネル設置を特例で許可してもらう対価として公衆トイレ
を設置・運営する事業を展開する JC Decaux という広告会社が、Tenderloin 周辺部でトイレ
設置を行ったが、トイレが麻薬売買や売春の場所となったために閉鎖された150。この教訓に













薄まっていき、徐々に市の公土木課と SF Clean City Coalition の代表者との間でさまざまな事
が決定されるようになっていった。
図５－３－６：Tenderloin 地区に設置
された公衆トイレ（撮影 2014 年 12 月）
図５－３－７：清掃業務を行う SF Clean 
City Coalition の職員（撮影 2014 年 3 月）
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SF Clean City Coalitionは、Tenderloin CBDからサービス提供の委託を受ける組織であるが、
実際の所、Tenderloin 地区に問題が集積することに鑑み、市の公土木課からも清掃実施につ
き補助を受ける形となっている。この補助額は、Tenderloin CBD からの委託料の七分の二と
設定され、平日 5 日間のサービス提供は Tenderloin CBD からの委託、週末 2 日のサービス提
供は市からの補助事業という区分を行っている153。
この区分に伴い、SF Clean City Coalition の現業職員が平日業務をする際は、Tenderloin 




プロジェクト実施を通じて市と SF Clean City Coalition の直接的関係が深まるにつけ、さらに
この区分が曖昧となった。
このように資金源がミックスされていることに伴い、Tenderloin CBD から SF Clean City 
Coalition が実施している清掃サービスについてのモニタリングが働きにくくなっている。
Tenderloin CBD の歩道管理委員会の議論を受ける形で事務職員が SF Clean City Coalition の
代表者にどの通りでどのような頻度で清掃を実施しているか、についてのデータ提供の依頼を
行ったが、このように正確なデータを記録していたわけではない SF Clean City Coalition の側
は、データ提供の依頼には、なかなか応答せず、最終的にも重点的に清掃を実施している通り
を簡単な資料として提出するだけとなった155。
SF Clean City Coalition の代表者は、NPO での経験が豊富であり、長年、この組織の代表
を務めている。他方で Tenderloin CBD の事務職員は、経験が浅いため、組織運営に必要な情
報は、委託先の SF Clean City Coaltition の代表者からいろいろと教えてもらうという関係と
なる。組織の危機を乗り越えるための議論をしている理事会や各種委員会でも SF Clean City 
Coalition の代表者が出席してきて、NPO の労務や会計上のルールにこの代表者が明るいこと
もあって、何かと助言を行うことが多い。




これに対して Tenderloin CBD では、どのようにサービスが提供されているかの詳細は、誰
も把握していない。清掃が不十分であった場合、SF Clean City Coalition に清掃実施を依頼す
るという連絡ルートは、地区内で共有されておらず、Tenderloin CBD が長年、存在するにも
かかわらず、清掃実施を求める多くの通報は、市の公土木課に対してなされていた156。
組織再建の依頼を受けたコンサルタントは、このことを特に問題とし、SF Clean City 









2015 年 6 月の半数の理事の改選では、サポーティブ・ハウスに住む理事と単身用安宿を経
営する古参理事が継続して立候補しなかっただけでなく、不動産所有者の理事枠改選において
住宅系非営利団体の Tenderloin Development Corporation に所属する候補者が劇場オーナー
の新候補者に破れるという結果となった158。
これまで Tenderloin CBD の理事長は、Tenderloin Development Corporation か Tenderloin 
Housing Clinic に属する理事がずっと務めてきており、住宅系非営利団体の影響力が大きかっ
たが、2015 年 6 月の新理事会での投票では、不動産ビル経営会社 Shorenstein の役員が新理事
長に選出された159。この方は、組織改革の議論に際しては、Tenderloin 周辺で生じているハ
イテク産業の都心回帰によるジェントリフィケーションを Tenderloin CBD としても積極的に











1,2 階部分を小売店舗スペースとし、それ以外の階を合計で 304 住戸からなる市場価格の高級
賃貸住宅とするものであった162。
市のインクルージョナリー・ゾーニング条例に基づけば、このような規模の住宅供給を行う












































5．4．Castro /Upper Market CBD －ゲイタウンとしての個性化と多様性の擁護
5．4．1．地区の概要























され、小規模な 3 階建て建物が建て替えとなる場合も商業用途に使えるのは地上階と 2 階部分















その当時のカストロ通りの商店街組合である Eureka Valley 商店街組合は、ゲイたちの進出
を好ましくないものとして商店街組合への参加を拒んだが、Milk は、新しく店を始めたゲイ






とは別に Market 通りに LGBT コミュニティセンターが開設され、さまざまな運動の拠点であ
ると同時にシニアとなったゲイたちをサポートする低家賃住宅としての機能を果たしている。
図５－４－２：ヴィクトリア風の低層住宅が残るカストロ通り（撮影 2014 年 9 月）
図５－４－１：
Harvey Milk の映画が上映された際のカストロ通り




この地区で BID の創設が進んだのは、2002 年に Milk が選出されたのと同じ選挙区で同じ






















出典：Ellicott, Stanley and Pagan, Lisa （2012：35）
図５－４－４：プランづくりのワークショップ
出典：Castro CBD のホームページ
 （最終閲覧日：2016 年 12 月 20 日 http://castrocbd.org/） 








産所有者から集めることができる負担金は小さく、予算規模では、Union Square BID の約六
分の一、Tenderloin CBD の半分程度となっている。
よって専従職員も事務局長一名のみであり、発足から事務局長を務める Andrea Aiello が一
人で様々なことを切り盛りしている。しかし、ゲイタウンとして個性化した地区であるゆえ、




またカストロ地区には、Castro Community on Patrol というパトロール活動を行う NPO も
存在する。ここに属してパトロール活動を行う 10 名程度の方々は、Castro CBD に雇われて
いるのではなく、無償ボランティアとして活動しており、Castro CBD が行う活動と密接に連
携を取っている180。


































Ambassador（撮影 2015 年 8 月）
図５－４－８：ボランティアとして活動するパトロール隊
出典：Castro Community on Patrol のホームページ（最終閲覧日：2016 年 11 月 10 日 http://castropatrol.org/）



























いれば、出店不許可となることが多い。畢（2014：208-）は、2004 年の条例施行から 2011 年















































このように Castro CBD は、新規の出店や開発に対してその都度、その適否を審査し、意見
図５－４－９：土地利用委員会からの報告を受
ける Castro CBD 理事会（撮影 2015 年 6 月）











































トする専門家を雇用する NPO 組織の立ち上げが必要となることが提案されており202、Castro 
CBD が行ってきたまちづくりがさらに進化を遂げることが展望されている。
5．4．5．ホームレスの排除から包摂へ －活動内容その 2




このような治安強化の手段として Castro CBD が実施しているのが、Union Square BID が
行っているのと同様の 10B Police による地区内パトロールの強化である。創設から 2013 年ま
での間、Castro CBD は、年間 10 万ドル程度をサンフランシスコ市警に支払い、毎日、夕方 4
時から深夜 2 時までの間、1 名の警察官をこの地区のパトロール活動に専念させる形を取って
きた。
Castro CBD がこの警察官に期待したのが、座り込み・寝そべり禁止条例に基づくホームレ










なみ修景プランに沿う形で 2010 年に整備された Jane Warner Plaza 広場は、しゃれたデザイ
ンのテーブルやベンチが設置され、地区のちょうど中心に位置するが、この広場（Plaza）は
歩道ではないためここに座り込んでいるホームレスに対して座り込み・寝そべり条例の適用は
できない。市政執行官に働きかけて条例適用を模索した Castro CBD に対しては、ホームレス
支援団体 Coalition on Homelessness からこの広場での抗議活動もなされ206、広場でのホーム
レス増加への対応をより難しいものとした。
第三の理由は、Union Square BID でも認識されたように、追い出し戦略に資源を投入して
も実際のところホームレスが減る傾向がでないため、Castro CBD においても追い出し戦略そ
のものの有効性に疑問符がつけられるようになってきたからである。
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このようにして追い出し戦略が行き詰まる中で Castro CBD が 2015 年から新たにスタート
させたのが、Castro Cares プログラムであり、そこでは、「追い出しからケアへ」ということ
が謳われた。








プログラムは、2015 年 3 月からスタートし、2 名のソーシャルワーカーがそれぞれ週 20 時間、
この地区でホームレスへの働きかけ活動を行い、毎月、Castro CBD のコーディネイトにより、













出典：Bay Area Reporter 2016 年 12 月 8 日記事
図５－４－ 10：ベンチ・テーブルが設置
された Jane Warner Plaza 広場










活動だけでなく、Quality of Life に関する条例執行を行う 10B Police のパトロール活動も週に
50 時間分が追加され、「追い出しからケアへ」という標語で集められた寄付金の多くは、この





この Castro Cares の成功に学んだ Union Square BID でも Union Square Cares という同様
のプログラムを 2016 年 12 月からスタートさせていくことになる。しかし、そのきっかけとなっ
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表する組織であろうとしている点も Castro CBD の特徴と言える。このような開かれた運営ス



























3 つの地区のケース・スタディを行ってみて、強く印象づけられたのは、同じ BID であっ
ても活動内容や組織運営スタイルには大きな違いがあり、3 つの組織ともそれぞれの地区の歴
史や特徴に強く規定された形で活動を行っているという点であった。

















て BID を地域に開かれた会議体へと方向づけるサンフランシスコ市の BID 制度を水平的ガバ
ナンスが実現する仕組として、BID 理事会に市職員が必ず参加することで垂直的統制をはか
るニューヨーク市の制度よりも高い評価を与えた。
しかし、Union Square BID では、ブラウン法の要請は無視され、会議への公衆参加はなさ
れておらず、非不動産所有者の理事枠も専門コンサルタント枠として実際には用いられており、
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公共空間の商業化に関しては、店舗が少ない Tenderloin と異なり、店舗が集積する Union 
Square 地区や Castro 地区においては、BID が供給するパトロールは、ショッピングに訪れ
た人々や観光客の安全確保を主目的とするものであり、商業利益の重視が見られる。しかし、








































10B Police もソーシャルワーカーの配置もいずれも BID からでなく、市政府の側から BID
の持つ財源に注目がなされ、使用料支払いによる配置が提案されたことも注目される。このよ























この連邦司法省の見解に基づく方向で Quality of Life に関する条例への司法審査が強化さ
れていけば、各地の BID もホームレス問題を当該領域における空間利用の問題としてでなく、
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Against Extinction”を参照。




117 ロサンゼルス市警察と同市内のホームレス支援組織にインタビューを行った Loukaitou-Sideris and 
Ehrenfeucht（2012：178）でも、ホームレスに追い出しを行っても多くの場合、元の場所に戻ってくる
ので効果が乏しいという証言を警察とホームレス支援組織の双方から得ている。
118 2015 年 7 月 23 日開催の Union Square BID 理事会では改選に伴い新理事を 4 名迎えたが、当初から活
動する理事達からこのような認識が示され、新理事に対して地区内におけるホームレスの現状をどう捉
えるか、という質問がなされた。
119 Union Square BID, Annual Report 2012-2013.
120 Union Square BID, Annual Report 2014-2015.
121 2015 年 1 月 22 日開催の Union Square BID 理事会での新サービス提供会社による報告に基づく。
122 San Francisco Chronicle, April 23,2013, “Sit/lie law primarily enforced in Haight :Effectiveness 
questioned as repeat offenders cycle in and out of jail”は、2010 年に制定されたサンフランシスコ市の
座り込み・寝そべり禁止条例の執行を詳しく分析する記事である。この記事によれば、同条例が施行さ
れてからの 1 年間の法執行データを市警察に情報公開請求した結果、罰金命令や裁判所への召喚命令の








124 Tenderloin Housing Clinic の ホ ー ム ペ ー ジ を 参 照（ 最 終 閲 覧 日：2016 年 12 月 1 日 https://www.
thclinic.org/）。
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125 Tenderloin Neighborhood Development のホームページを参照（最終閲覧日：2016 年 12 月 1 日 http://
www.tndc.org/）。












127 Shaw（2015：15-）およびRandy Shaw, “Gentrifying L.A. without displacing the poor: Lessons from S.F.'s 
Tenderloin”, Los Angels Times, April 16, 2015. Shaw は、Tenderloin Housing Clinic の創設リーダーで
もあり、現在でも Beyond Chron というニュースサイト（最終閲覧日：2016 年 12 月 10 日 http://www.
beyondchron.org/）を運営し、地方新聞である San Francisco Chronicle が報じない社会問題を発信し続
けており、影響力を持っている。




128 2015 年 1 月 15 日に Tenderloin Neighborhood Development の不動産管理マネージャーである Felicia S. 
Wright に対して行ったインタビューに基づく。
129 以下の Tenderloin CBD 創設の経緯については、2014 年 3 月 6 日に実施した Dina Hillard 事務局長と
Susie Mckinnon 事務員に対するインタビューと 2014 年 12 月 11 日に実施した当 CBD の財務担当理事で
あり UC Hastings の財務部長である David N.Seward に対するインタビューに基づく。文献としては、
Shaw（2015：243-）の説明も参照。
130 この正式名称は、2015 年 6 月 15 日の Tenderloin CBD の理事会で変更され、North Market が省かれる
ことになった。その理由は、隣接地区に Twitter の本社が移転し、ジェントリフィケーションの傾向が
強まってきたことを背景に新聞でこの地区が Twitterloin と呼ばれることがあったため (The New York 
Times, January 8, 2015, “As Wealth Changes the Tenderloin, a Move to Preserve Artistic ‘Gems’”)、そ
れに抗するためにシンプルに Tenderloin のみとして広報する方が地区の名称を保持する上で有利である
と判断されたからである。　
131 Bylaws of Tenderloin CBD, Art.3, Section 3.2.
132 2015 年 1 月 8 日に San Francisco Clean City Coaltion の代表者 Gia Nicole Grant に対して実施したイン
タビューに基づく。





134 Tenderloin 地区には、SRO Collaborative という単身用安宿に住む居住者の権利を擁護する組織が存
在する。2014 年 12 月に Tenderloin 地区を管轄する警察署の区域割りの変更案が発表され、新区域
に Union Square 地区の百貨店を含みこむものとされた。これに対して、SRO Collaborative は、百貨
店での万引き対応のため Tenderloin 地区の警備が手薄になることを恐れて反対運動を展開した。こ
の新区域割り案への反対署名に Tenderloin CBD も加わることを求めて、SRO Collaborative は、何度
も Tenderloin CBD の会議に現れ、共闘を呼びかけた。その結果、2015 年 1 月 12 日開催の Tenderloin 
CBD 理事会で Tenderloin CBD もこの反対署名に加わることが決議された。
135 2015 年 1 月 12 日開催の Tenderloin CBD の理事会の決定に基づく。
136 Dina Hilliard の経歴については、San Francisco Chronicle, July 20, 2015,”Longtime Tenderloin activist 
Dina Hilliard says farewell to S.F”. を参照。
137 2014 年 11 月 5 日開催の Tenderloin CBD 執行役員会議での観察内容に基づく。
138 2015 年 3 月 16 日の Tenderloin CBD 理事会の決定に基づく。
139 同じく 2015 年 3 月 16 日の Tenderloin CBD 理事会の決定に基づく。その後、理事長を務めた
Tenderloin Housing Clinic の Krista Gaeta も運営状況を改善できず、その 3 ヶ月後に辞任しており、組
織の危機が続いた。
140 2014 年 11 月 5 日開催の Tenderloin CBD 執行役員会議での観察内容に基づく。
141 公的機関の不動産に対して BID が負担金を課すことは可能である。Tenderloin CBD に隣接するす









143 2014 年 11 月 17 日開催の Tenderloin CBD 理事会と 2014 年 11 月 5 日開催の Tenderloin CBD 執行役員
会の観察に基づく。
144 2014 年 11 月 3 日開催の Tenderloin CBD の地区アイデンティティ委員会の観察に基づく。
145 Urban Place Consulting Group という会社に組織再生の戦略プラン策定の業務が発注された。ただこの




146 2015 年 4 月 20 日開催の Tenderloin CBD 理事会の観察に基づく。
147 2015 年 4 月 20 日開催の Tenderloin CBD 理事会の観察に基づく。
148 2015 年 6 月 20 日開催の Tenderloin CBD 理事会の決定に基づく。
149 2015 年 10 月 19 日開催の Tenderloin CBD 理事会の決定に基づく。
150 2014 年 11 月 19 日に Tenderloin CBD の理事であり Cova Hotel のオーナーである Simon Sin 氏に対し
て行ったインタビューに基づく。
151 前注と同様。
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152 Los Angels Times, January 17, 2015, “San Francisco port-a-potty program offers homeless privacy, 
normality”.
153 2015 年 1 月 8 日に San Francisco Clean City Coaltion の代表者 Gia Nicole Grant に対して実施したイン
タビューに基づく。
154 前注のインタビューにおいて、San Francisco Clean City Coalition の代表者は、平日と週末の業務の資
金元が違うのに応じて現業職員が着用するユニフォームを区別する規則になっているが、実際のところ
守られていないことを認めた。
155 2015 年 2 月 12 日に開催された Tenderloin CBD 歩道管理員会の観察に基づく。
156 前注と同様。
157 2015 年 7 月 20 日に開催された Tenderloin CBD 理事会の観察に基づく。
158 2015 年 6 月 15 日に実施されたこの半数の理事を改選する選挙において、筆者は、Civic Center CBD の
事務局長と共に選挙管理員の役割を務めた。
159 2015 年 6 月 15 日に開催された Tenderloin CBD 理事会の決定に基づく。
160 2015 年 2 月 23 日に開催された Tenderloin CBD 理事会の観察に基づく。
161 2015 年 9 月 21 日に開催された Tenderloin CBD 理事会の観察に基づく。
162 The Registry Bay Area Real Estate, June 29, 2016, “Shorenstein’s Tenderloin Mixed-Use Project Moving 
Forward”.






164 2015 年 9 月 21 日開催の Tenderloin CBD 理事会の観察内容に基づく。
165 The Registry Bay Area Real Estate, ibid.
166 Ibid.
167 Tenderloin CBD の活動内容の変化として防犯カメラの設置も挙げることができる。シリコンバレー財
団からの寄付を財源に Union Square BID は、2014 年 12 月から防犯カメラ設置を進めていった。寄付者
が付けた条件には、このカメラ設置を Union Square BID の領域内だけでなく、治安が悪い Tenderloin 
CBDの領域内にもUnion Square BIDがコーディネイトする形で設置していくことを求めるものであった。
Union Square BID からのカメラ設置の提案については、Tenderloin Development Corporation の職員で
ある理事が検討を重ね、2015 年 3 月 16 日の理事会でカメラ設置はプライヴァシーの侵害になるという理
由で Union Square BID に協力しないことが決議された。しかし、この方針は、新理事長のもと転換し、
2015 年 9 月 21 日の理事会で Union Square BID と連携しながらカメラ設置を進めることが決議された。
168 City and County of San Francisco Planning Department, Preservation Bulletins, 2004. 
169 San Francisco Planning Code, Art.7, Sec.715, Castro Street Neighborhood Commercial District. ただ
し、正確に言うとこの Castro/Upper Market CBD が管轄する地区の内、Market 大通りに位置する商
店街のゾーニングは、Castro 通りとは別のものとなっている。同じく混合用途地区として既存の住戸の
確保が求められているが、高さ規制については、約 30m（100 フィート）までの建物が許容されている




170 Harvey Milk の生涯については、ドキュメンタリー映画（“The Times of Harvey Milk”, 1984）もある。
171 同上に基づく。
172 Castro/Upper Market Community Benefit District Management District Plan, 2006 を参照。
173 政治家としての Bevan Duffy のホームページのプロフィール紹介に基づく（最終閲覧日：2016 年 12 月
20 日 http://www.bevandufty.com/）。




なったのは、市政執行官 Bevan Duffy の政治的支援があったからである。
178 市の公土木課の事業として歩道拡幅が実施されているが、工事に際しては、拡幅される歩道に隣接する
不動産所有者の負担も求められている（Castro CBD, Castro & Upper Market Retail Strategy, 2016, p.23 を
参照）。
179 2015 年 8 月 26 日に Castro Ambassador の任務を行っている方に対して行ったインタビュー調査に基
づく。
180 2015 年 8 月 26 日に Castro Community on Patrol の任務を行っている方に対して行ったインタビュー
調査に基づく。
181 2015 年 6 月 13 日の Castro CBD 理事会では、1 名の理事を補充する選挙が行われたが、そこで選出さ
れた Alex Harken 氏は、本業は会計士であるが、LGBT の権利擁護に関心があり、LGBT コミュニティ
センターの運営に長年ボランティアとして関わっていた方であった。この方は、Castro CBD の活動に
も関心を持ち、CBD の会議の傍聴を重ね、特に CBD の財務委員会の会議においては会計士としての立
場から建設的なアドバイスを傍聴席から行った。選挙前の抱負表明においては、このような経験に基づ
きながら Castro CBD の組織運営の強化に寄与したいと発言し、選出された。
182 以下の土地利用委員会の活動に関しては、2015 年 4 月 9 日に Castro CBD 土地利用委員会委員長の
Wendy Mogg 氏と Castro CBD の事務局長である Andrea Aiello に対して実施したインタビューに基づ
く。
183 San Francisco Planning Code, Art.3, Sec.303.1.
184 San Francisco Planning Code, Art.3, Sec.303.1 (g). ここで言う住区（Neighborhood）とは、Castro CBD
の管轄領域よりも広い。サンフランシスコ市都市計画局は、市内を 36 の Neighborhoods に区分け
し、チェーン店舗出店や条件付許可を要する許可を申請するには、許可対象となる建物が位置する
Neighborhood 内で活動を行うコミュニティグループと近隣住民に対して事前に説明会を行い、計画内容




され、許可申請者に対して連絡を取るべき相手方リストの一つに加えられる（最終閲覧日：2017 年 1 月
4 日 http://sf-planning.org/neighborhood-groups-map を参照）。
 　Union Square BIDとTenderloin CBDもそれぞれのNeighborhoodにおいて通知を受けるコミュニティ
グループとして登録されているが、Castro CBD のように許可案件につき恒常的にチェックを行う体制
とはなっていない。
185 San Francisco Planning Code, Art.3, Sec.303 (f).
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186 San Francisco Planning Code, Art.3, Sec.303 (c).1.(b).
187 San Francisco Planning Code, Art.3, Sec.303.1.
188 市の計画法典においては、この条件を具体的に列挙する形を取っておらず、どのような条件を課すかに
ついては幅広い裁量を都市計画委員会に認めている。
189 San Francisco Planning Code, Art.7, Sec.715, Castro Street Neighborhood Commercial District.
190 San Francisco Planning Code, Art.3, Sec.317.
191 2015 年 4 月 9 日の Castro CBD 理事会での決定内容に基づく。
192 2015 年 10 月 8 日の Castro CBD 理事会での決定内容に基づく。
193 2014 年 7 月 10 日開催の Castro CBD 理事会の議事録に基づく。
194 2016 年 1 月 14 日開催の Castro CBD 理事会の議事録に基づく。ただし 2016 年 6 月のサンフランシス
コ市の住民投票（Proposition C）の結果により、市内で 25 戸以上の住宅供給を伴う大型開発に対しては、
アフォーダブル住宅の供給義務の基準が 12% から 25% へと強化されることになった（San Francisco 
Planning Code, Art.4, Sec.415.1）。
195 Castro CBD が 2014 年に行った独自の調査に基づけば、Castro CBD の管轄内には 270 の建物が存在す
るが、そのうち 33 の建物で空き店舗があることが報告されている（Castro CBD, Castro & Upper Market 
Retail Strategy, 2016.）。
196 Castro CBD, Castro & Upper Market Retail Strategy, 2016, p.57.
197 Ibid, p.50.










内の改善を要する課題として「ホームレス問題」が最も多く選択された（Castro CBD, Castro & Upper 
Market Retail Strategy, 2016, p.39）。
204 Castro CBD のホームページを参照（最終閲覧日：2017 年 1 月 4 日 http://castrocbd.org/security-services/）。
205 Castro CBD が商店街組合に呼びかける形でホームレス対策のための地域会議を開催した際に、Sisters 
of Perpetual Indulgence という LGBT 団体からホームレス追い出しにつき批判を受けた（Hoodline, 
March 12, 2015, “'Castro Cares' Outreach And Enforcement Program Is Up And Running”）。
206 Castro CBD や他の商店街組合がこの広場での条例適用を求める動きを行ったことに対してホームレス
支援団体 Coalition on Homelessness は、広場には座り込み・寝そべり条例が適用できないことをはっき
りさせるためにあえてこの Jane Warner 広場で座り込みを行うという活動も行った。よってこの広場で
の条例適用は、政治的争点となり、追い出し戦略を困難とした（SF Gate, January 30, 2012, “Homeless 
advocate gleefully arrested for camping in Castro plaza”）。 




208 Bay Area Reporter, December 8, 2016, “Castro homeless program sees results”.
209 正確には、サンフランシスコ市公衆衛生課 Homeless Outreach Team（SFDP HOT）に属する市職員 2
名がこの Castro Cares プログラムでのホームレス支援を担当した。
210 2015 年 8 月 26 日に開催された Castro Cares プログラムの実施状況を検討する月例会議での観察に基
づけば、市から受けた補助金は、10B Police の増強のためには用いることができないため、集めた寄付











213 Lewis（2010：195）でもワシントン DC の BID が地区内での夜間の警察パトロールを求めて DC 政府
の警察機構に使用料を払っていることが批判的に取り上げられているが、この関係がどちらから提案さ
れたことかについてまでは分析されていない。
214 Statement of Interest of the United States, Bell v. City of Boise, No.1:09-cv-540（D. Idaho Aug. 6, 2015）. 
215 上告審の判決は、当該条例の合憲性審査を回避し、原告らがまだ条例による罰則を受けていないこ
とを理由に原告達の訴えの利益がないという判断を下した（Bell v. City of Boise, September 28, 2015, 
United States District Court, D. Idaho）。これに対して原告らは、さらに上訴を行い、現在も係争中で
ある。
216 この声明の法的論点の検討としては、“Recent Court Filing：No.1:09-cv-540（D. Idaho Aug. 6, 2015）”, 
Harvard Law Review, Vol.129, No.5, 2016, pp.1476-1483. を参照。この声明を受けてサンフランシスコの新
聞も市がシェルター供給の充実に取り組まねばならないことを論じた（San Francisco Chronicle, August 
14, 2015, “Ruling against rousting sleepers gets S.F.’s attention”）。
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